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会計

国際会計基準審議会（IASB）の

第137回の臨時会議が、2011年２月

１日及び２日の２日間、第138回会

議が、2011年２月15日から18日の４

日間（このうち、16日から18日まで

の３日間は、米国財務会計基準審議

会（FASB）との合同会議）、ロンド

ンのIASB本部で開催された。

第137回会議では、IASBのみの会

議で、①退職後給付及び②国際財務

報告基準（IFRS）の適用開始後の

見直しが、FASBとの合同会議では、

③収益認識及び④保険会計に関する

議論が行われた。教育セッションで

は、リースが取り上げられ、リース

契約とサービス契約とを区分する原

則を開発するための基礎として、２

つの設例を基に議論が行われた。

第138回会議では、IASBのみの会

議で、①退職後給付及び②連結関連

のIFRSの発効日及び早期適用、FASB

との合同会議では、③収益認識、④

金融商品（償却原価及び減損）、⑤

リース、⑥保険会計及び⑦各基準に

共通する論点（クロスカッティング

問題）に関する議論が行われた。教

育セッションでは、保険会計に関連

して、保険契約とそこに含まれる非

保険要素を分離するアンバンドリン

グについて、関係者からの意見聴取

が行われた。

2010年４月に公表された公開草案

（確定給付制度）に対して受領した

コメントの分析及びそれらを踏まえ

た論点の議論が進行中である。今回

検討されたのは、①確定給付制度と

確定拠出制度の間の区分規準及び②

確定給付制度におけるリスク共有と

いう特徴の会計処理の２つであった。

� 確定給付制度と確定拠出制度の

間の区分規準

受領したコメントでは、ある確定

給付制度では、給付計算式を用いて

いるが、雇用主による支払いレベル

に影響を与えないものがあり、実質

的に確定拠出制度としての性格を持

ちながら、単に給付計算式を用いて

いるというだけで確定給付制度とさ

れるものがあるとの懸念が表明され

ていた。これを受けて、確定給付制

度と確定拠出制度を区分するための

規準を明確化するために、給付計算

式が持つべき特徴に関しての議論が

行われた。

議論の結果、次の点を明確にする

ことが暫定的に合意された。

年金制度が、確定給付制度とされ

るためには、給付計算式は、雇用主
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に対して、現在又は過去の勤務サー

ビスの結果として生じる追加的拠出

を求めることになる可能性のある法

的又は推定的義務を生じさせるもの

でなければならない。

� 確定給付制度におけるリスク共

有という特徴

ある種の確定給付制度では、剰余

の便益又は給付の費用を、雇用主と

制度参加者の間で共有するという性

格を持つものがある。受領したコメ

ントでは、このようなリスクを共有

する確定給付制度に関するIAS第19

号（従業員給付）の規定が明確でな

いとの指摘があり、今回、このよう

なリスク共有という特徴をどのよう

に扱うかに関して議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� IAS第19号第67項（給付の勤務

期間への帰属）に従って帰属させ

られる給付は、従業員による拠出

の影響とネットにしたものである

ことを明確にする。

� 確定給付義務を決定する際に、

従業員の拠出の影響を差し引くと

いう提案を確認するが、従業員の

拠出の影響は、常に勤務サービス

からの控除として表示するという

提案は取り下げる。

� 条件付物価スライド制（condi-

tionalindexation）の影響は、物

価スライド又は給付の変動が自動

的か、雇用主、従業員又は（制度

の評議員又は管理者といった）第

三者による意思決定に従うかに関

係なく、確定給付義務の測定に反

映しなければならないことを明確

化する。

� 追加拠出を行うという法的又は

推定的債務に制限が存在する場合

には、当該制限の影響を、確定給

付義務の計算に含めなければなら

ないということを明確化する。

� 物価スライド又は給付の変動を

見積もるために利用された仮定は、

確定給付債務を決定するために用

いられる他の仮定と首尾一貫した

ものでなければならないことを明

確化する。

すべての新しいIFRSの導入又は

既存のIFRSに大きな変更を行った

後に、適用開始後の見直し（post-

employmentreview）を行うことを

求めるデュー・プロセス・ハンドブッ

クの改訂が、2008年10月に行われて

いる。適用開始後の見直しは、通常、

新IFRS又は大きな改訂が強制適用

された２年後に行うことが予定され

ている。これは、IFRS設定の手続

の一環として位置付けられており、

その対象は、基準開発時に議論となっ

た論点（issuesidentifiedasconten-

tious）及び予想していなかった適

用コスト又は適用上の問題点に限ら

れる。具体的に、このような見直し

の対象となるのは、2006年11月に公

表されたIFRS第８号（営業セグメ

ント）である。2009年１月１日以降

に開始する事業年度から適用されて

おり、2010年12月31日終了する事業

年度までで２年経過することになり、

これらの期間の財務諸表が入手可能

となる2011年の秋以降にも、見直し

に着手する必要がある。

このような状況を受けて、今回、

適用開始後の見直しをどのような具

体的なフレームワークで行うべきか

についてスタッフから提案があり、

その内容を、IFRS諮問会議（IFRS

AdvisoryCouncil）、IFRS解釈指針委

員会及び各国会計基準設定主体会議

に諮って、意見を聴取することが合

意された。今後、これらの相談の結

果が、2011年４月にも、IASBに報

告される予定である。

今回は、①製品保証の会計処理及

び②契約獲得費（costsofobtaining

acontract）の会計処理の２つにつ

いて議論が行われた。

� 製品保証の会計処理

公開草案では、製品保証の内容に

よって、次の２つの会計処理を適用

することを提案している。

� 顧客に製品が引き渡された際に

存在していた欠陥（defect）に対

する保証（これを「品質保証製品

保証（qualityassurancewarranty）」

と呼んでいる）：これは、顧客に

完全な製品を引き渡さなければな

らないという義務を表しており、

これを満たしていない状況では、

サービスを提供するという履行義

務は発生していないため、保証サー

ビスという履行義務を発生させる

ような事態ではないと考えている。

完全な製品を引き渡すという履行

義務そのものが満たされていない

ため、このような部分に対しては、

欠陥が修復されるまで収益認識が

できないとされている。

� 製品が顧客に引き渡された後に

発生した欠陥に対する保証（これ
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を「保険保証（insurancewarranty）」

と呼んでいる）：これは、製品引

渡後に生じた欠陥に対する保証サー

ビスを提供する目的のものであり、

独立の履行義務として認識するこ

とが求められている。

このような提案に対して、２つに

分けることは、概念的にも実務的に

も煩雑で複雑な作業を求めることに

なるなどのコメントが寄せられた。

これを受けて、公開草案の提案を維

持するかどうかが議論された。

スタッフからは、①すべての製品

保証を独立した履行義務とみる考え

方と、②ある種の製品保証は履行義

務ではなく、「製品保証義務（war-

rantyobligation）」として区分すべ

きである（すなわち、収益が帰属す

るような履行義務ではなく、IAS第

37号（引当金、偶発負債及び偶発資

産）で規定する負債として認識する）

との考え方が示された。

議論の結果、スタッフの考え方の

うち、後者の考え方を採用すること

とし、次の点が暫定的に合意された。

さらに、これらについての適用のた

めの検討をすることが、スタッフに

指示された。

� ある種の製品保証は、履行義務

として認識せず、「製品保証義務」

として区分し、IAS第37号で規定

する負債として認識する。この結

果、この負債に対しては、発生主

義で費用が認識されることになる

（したがって、収益認識とは、直

接関係のない負債となる）。

� 顧客が企業から独立したサービ

スとして製品保証を購入できる場

合には、企業は、当該製品保証を

独立した履行義務として会計処理

しなければならない。この結果と

して、当該製品保証サービスに対

して収益（取引価格）が配分され

ることになる。

� 顧客が企業から独立したサービ

スとして製品保証を購入できない

場合には、企業は、当該製品保証

が、契約で特定された企業が行う

べき保証として定められている保

証以外にサービスを提供するもの

である場合を除いて（この場合に

は、当該製品保証サービスは企業

の履行義務として会計処理される）、

当該製品保証を費用の発生として

会計処理しなければならない（し

たがって、収益認識とは、直接関

係がなくなる）。

� 契約獲得費

公開草案では、契約を獲得するた

めの費用（販売費、マーケティング

費、広告宣伝費及び提案準備費や交

渉のための費用など）は、その発生

時に費用として認識しなければなら

ないとしている。これに対して、契

約獲得費の一部を資産として認識す

べきではないかとの指摘を受け、今

回、議論が行われた。スタッフから

は、①回収が可能と見込まれる増分

契約獲得費用を資産とすべきとの考

え方及び②回収が保証されている費

用のみを資産とすべきとの考え方の

２つが示された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 企業は、企業が回収が可能と見

込まれる増分契約獲得費用を資産

とする。増分費用とは、契約が獲

得できなければ発生しなかった費

用を指す。

� 契約獲得費として認識された費

用は、財政状態計算書上で、別個

の項目として表示されなければな

らない。そして、当初認識後は、

資産が関連する契約における企業

のパフォーマンスと整合的な、シ

ステマティックな方法で償却しな

ければならない。

今回は、新契約費に関して議論が

行われた。

公開草案では、新契約費は、保険

契約の販売、引受け又は発行に関する

直接又は間接の費用であると定義し、

次のような会計処理を提案している。

・ 増分新契約費は、履行キャッシュ・

フローの現在価値に含める（包括

利益計算書には影響しない）。

・ 上記以外の新契約費は、その発

生時に費用として認識する（包括

利益計算書に影響する）。

どのような費用を増分新契約費と

するかなどに関してコメントが寄せ

られ、これらの内容をより明確にす

るための議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 契約キャッシュ・フローに含ま

れる新契約費は、ポートフォリオ・

レベルでの増分新契約費とする

（公開草案では、個別の契約ベー

スで増分となる新契約費に限定し

ていた）。これについては、IASB

及びFASBともに合意した。

� 新契約費は、発生時に費用とし

て認識するのではなく、保険契約

の当初測定に含められるべきこと

を明確にする適用ガイダンスを設

けることに、暫定的に合意した。

IASBは、この点について決定を

しなかった。

� キャッシュ・フローの当初測定

に含める新契約費は、成功した保

険契約に関するものだけにすべき

かどうかに関して議論を行った。
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FASBのボードメンバーは全員こ

の扱いを支持したが、IASBは合

意に達しなかった。

� キャッシュ・フローに含めるべ

き新契約費に関するより一層の理

解のため、増分費用、直接費用、

又は、直接かつ増分費用をどのよ

うに定義するかに関する明確化を

図ることが、スタッフに指示された。

今回検討されたのは、①再測定の

表示、②開示及び管理費用（admini-

strationcosts）に関する関係者のフィー

ドバック及び③発効日及び経過措置

の３つであった。公開草案（確定給

付制度）に対して受領したコメント

の分析及びそれらを踏まえた論点の

議論が今回で完了し、これまでの議

論がデュー・プロセスで求められて

いる必要なすべての手続を満たした

ことが確認された。また、２人のボー

ドメンバーから、この改訂に反対す

る意向であることが表明された。こ

れらの結果を受けて、スタッフに対

して、最終基準の準備に入ることが

指示され、最終基準は、2011年３月

末に公表する予定で作業が進められ

ることになった。

� 再測定の表示

再測定構成要素の表示について、

公開草案では、その他包括利益

（OCI）で表示することを提案して

いたが、2010年11月の会議では、こ

れを変更し、当期純利益又はOCIの

いずれかで表示することを認めるこ

と（選択肢の導入）が暫定的に合意

された。その後、2011年１月会議で

は、全くの自由選択ではなく、選択

に対して制限（例えば、会計上のミ

スマッチが生じる場合のみに限定す

るとか、当期純利益で表示すること

を採用した場合には、その選択は、

取消不能とするなど）を設けるべき

ことが暫定合意された。そして、ス

タッフに対して、さらに制限を設け

る場合があるかどうかに関して、検

討するよう指示が出されていた。

今回、これを受けて検討した結果

が、スタッフから示された。そこで

は、これまでの暫定合意を覆し、公

開草案での提案（再測定構成要素は、

OCIで表示する）に戻ることが提案

され、議論が行われた。

議論の結果、８名のボードメンバー

が、スタッフの提案を支持し、この

方向で基準化を図ることが、暫定的

に合意された。

� 開示及び管理費用

2010年11月及び12月の会議で、ス

タッフに対して、これまでに暫定合

意された内容に関して、従業員給付

ワーキンググループの意見を聴取す

るよう指示されていた。これを受け

て、今回、スタッフからその結果が

提出され、議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 確定給付債務（definedbenefit

obligation）の加重平均デュレー

ションの開示を要求する。さらに、

この改訂には、開示目的を満たす

ような満期分析に関する追加情報

のタイプの例示（例えば、非拠出

型の確定給付債務の満期分析）を

含める。

� 制度資産の管理に関連する管理

費用は、制度資産の運用利回りか

ら控除する。なお、制度資産の管

理以外に関連する管理費用の取扱

いについては、基準では触れない

ことが暫定合意されている。

このほか、確定給付債務の分解情

報（例えば、権利確定済み、発生中

（権利未確定）及び条件付給付に分

解して内訳を示す）の開示に関する

提案については、コストや準備が難

しいなどの理由から従業員給付ワー

キンググループからの支持は少なく、

分解の仕方を指定するようなことは

せず、分解開示の方法は企業の任意

とするものの、開示目的を満たすよ

うな開示例を示すことが暫定的に合

意された。

� 発効日及び経過措置

現在検討中のMOUプロジェクト

の発効日や経過措置をどのようにす

るかに関して、2011年１月末を期限

に意見を求めた（発効日及び経過措

置の方法に関する意見募集）。これ

に寄せられたコメントの分析を待っ

て、最終的な決定を行うものの、今

回、発効日や経過措置に関して議論

が行われた。

議論の結果、将来見直すことを前

提に、次の点が暫定的に合意された。

� 発効日は、2013年１月１日より

早くはしない。

� 経過措置として、次の取扱いを

定める。
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� IAS第19号（従業員給付）を

既に適用している会社は、IAS

第８号（会計方針、会計上の見

積りの変更及び誤謬）に従って、

新基準の規定を遡及適用するこ

とを原則とする。

・ ただし、この基準が最初に

適用される事業年度の開始日

前に、簿価に従業員給付費用

を配分しているIAS第19号の

範囲以外の資産（例えば、た

な卸資産）の簿価は、修正す

る必要がないこととする。こ

れは、従前は未認識であった

数理計算上の差異及び過去勤

務費用は、従業員給付費用を

配分している資産の簿価を修

正するのではなく、資本の部

で認識することを意味する。

・ 新基準を初めて適用する事

業年度の確定給付債務の感応

度開示に当たっては、比較情

報を開示する必要がない。

ⅱ� IFRSを初度適用する企業は、

IFRS第１号（IFRSの初度適用）

の規定に従って、新基準の規定

を遡及適用することを原則とす

る。ただし、IFRSへの移行を

改訂IAS第19号の発効日前に行

う企業に対しては、暫定的な免

除を与える。当該免除は、確定

給付債務の感応度開示に当たっ

ては、比較情報を開示する必要

がないというものである。

ⅲ� IAS第19号の第153項から第

156項及びIFRS第１号の付録D

のD10にある経過措置の規定を

削除することを確認する（公開

草案での提案）。

連結プロジェクトで検討している

IFRSの見直しは、最終的に、①IFRS

第10号（連結財務諸表）、②IFRS第

11号（ジョイント・アレンジメント）、

③IFRS第12号（他の企業に対する

持分の開示）、④改訂後IAS第27号

（分離財務諸表）及び⑤改訂後IAS

第28号（関連会社及びジョイント・

ベンチャーに対する投資）という５

つのIFRSにまとめられる予定であ

る。今回、これらのIFRSの発効日

及び経過措置をどのようにするかが

議論された。

これまでのIASBの議論において、

発効日は、2013年１月１日より早く

はしないこと及び経過措置として、

IFRS第10号及び第11号に対して限

定的な遡及適用（例えば、新基準の

適用によって新規に連結されること

になる子会社や連結から外れること

になる会社に対する特例を認めた遡

及適用）を求めることが暫定的に合

意されている。

議論の結果、次の点が全員一致で

暫定的に合意された。

� ５つのIFRSの発効日を2013年

１月１日とする。

� 早期適用を認めるが、５つの

IFRSを同時に適用することが条

件となる。なお、開示を扱うIFRS

第12号の開示要求の一部の早期適

用には、それ以外のIFRS第12号

の開示項目及びIFRS第10号、第

11号をも同時に早期適用する必要

がないという取扱いがあることを

明確化する。

� IFRS第10号及び第11号に対し

て限定的な遡及適用を求めるとい

う暫定合意を変更しない。

今回は、 ①独立した履行義務

（performanceobligation）の識別、

②サービスに対する収益認識、③契

約の統合、④契約の変更、⑤履行義

務の定義、⑥将来の財及びサービス

の破棄（breakage）及び前払い（pre-

payment）、及び⑦不利な履行義務

の７つについて議論が行われた。

� 履行義務の識別

2011年１月に引き続き、受領した

コメントを反映して、公開草案で提

案されている履行義務を識別するた

めの規定の改善が議論された。

公開草案第23項では、次の場合に、

財又はサービスを別個の履行義務と

して区分できるとしている。

� 企業（又はその他の企業）が、

同一の、又は類似する財又はサー

ビスを別個に販売している。

� 財又はサービスが次の条件の双

方を満たしていることにより、企

業が財又はサービスを別個に販売

し得る。

� 財又はサービスに、区分でき

る機能があること：財又はサー

ビスに区分できる機能がある場

合とは、それが、それ自体で又

は顧客が企業から取得した（若

しくは、企業又は他の企業が別

個に販売している）他の財又は

サービスとの組合せのいずれか

で、有用性がある場合である。

ⅱ� 財又はサービスに、区分でき

る利益マージンがあること：財

又はサービスに区分できる利益
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マージンがある場合とは、財又

はサービスが区分できるリスク

にさらされていて、当該財又は

サービスを提供するのに必要な

資源を企業が別個に識別できる

場合である。

さらに、第24項では、財又はサー

ビスが区分できる場合であっても、

収益認識の金額とタイミングが、複

数の履行義務をまとめて会計処理し

た結果と、これらの履行義務を別個

に会計処理したのとで同じになると

きは、公開草案の認識及び測定に関

する定めを、個々の履行義務に別々

に適用する必要はないとされている。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのボード

メンバー全員が支持）。

� 企業が、財又はサービスを、企

業が顧客に提供している単独の項

目（１つの商品）にまとめるとい

うサービスを提供している場合に

は、企業は、約束した財又はサー

ビスの束を１つの履行義務として

会計処理しなければならない。

� 次の場合、企業は、約束した財

又はサービスを、独立した履行義務

として会計処理しなければならない。

・ 財又はサービスの移転のパター

ンが、同一契約内の他の約束し

た財又はサービスの移転のパター

ンと異なる。

・ 財又はサービスが、「区分で

きる機能（distinctfunction）」

を有している。

� 次のいずれかの場合には、財又

はサービスは、区分できる機能を

有している。

・ 企業が、財又はサービスを、

通常、分離して販売している。

・ 顧客は、財又はサービスを、

自分自身で、又は、顧客が容易

に利用できる資源とともに使用

することができる。

� サービスの収益認識

公開草案で提案した収益認識のコ

ア原則では、「企業は、履行義務を、

約束した財又はサービスを顧客に移

転することによって充足したときに、

収益を認識しなければならない」と

いう移転モデルを提案し、財の収益

認識とサービスの収益認識に同じ規

準を適用することを提案している。

受領したコメントを受けて、財の収

益認識に適用される規準とサービス

の収益認識に適用される規準を分け、

サービスの収益認識に適用される規

準をより明確化することが妥当と判

断され、そのための議論が、2011年

１月から開始されている。そこでは、

サービスの収益認識のために、①履

行義務が継続的に遂行されているこ

とを決定し、次いで、②履行義務の

完全な充足へ向けての進展を測定す

る認識方法を選択するという２段階

の収益認識モデルが検討されている。

今回は、このモデルを前提に、①

履行義務が継続的に遂行されている

ことの決定、②履行義務の完全な充

足へ向けての進展の測定及び③それ

以外の論点の３つに関して議論が行

われた。

① 履行義務が継続的に遂行されて

いることの決定

履行義務が継続的に遂行されてい

ることをどのように決定するかにつ

いての議論では、まず、そのような

決定に当たっての指標を提供するの

か、それとも、判断のための規準を

提供するのかが検討され（そして、

規準を提供することが暫定合意され）、

次いで、規準の内容が議論された。

議論の結果、指標の提供ではなく、

規準を提供するべきことが暫定的に

合意され、次の規準のいずれか１つ

を満たせば、履行義務が継続的に遂

行されているとすることとされた

（IASB及びFASBのボードメンバー

全員が支持）。

� 企業の履行が、（資産が創造又

は強化されるにつれて、）顧客が

資産として支配する資産を創造又

は強化していること。

� 企業の履行が、他の用途を持つ

資産を創造せず、かつ、少なくと

も次の条件の１つを満たすこと。

・ 企業が作業（task）を遂行す

るにつれて、顧客が便益を受領

すること。

・ 他の企業が、残りの履行義務

の履行を求められた場合に、そ

の時点までに履行された作業を、

当該他の企業が再度、履行する

必要がないこと。

・ 企業は、顧客が自分の便宜の

ために解約できるとしても、そ

の時点までに履行した作業に対

して支払いを受ける権利を有し

ていること。

② 履行義務の完全な充足へ向けて

の進展の測定

履行義務の完全な充足へ向けての

進展をどのように測定するかに関し

て、議論が行われた。

議論の結果、公開草案での提案を

引き継ぎ、最終基準では、次の点を

明確化することが暫定的に合意され

た（IASB及びFASBのボードメンバー

全員が支持）。

� 進展の測定の目的は、企業の履

行義務（すなわち、財又はサービ

スを顧客に移転するパターン）を

忠実に描写することであることを

強調する。

� 公開草案に記述されているアウ

トプット法及びインプット法に関
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する記述をより明確にする。

③ 履行義務の進展の測定に関する

特殊論点

インプット法を用いるときに、履

行義務が単一だと判断された場合、

その単一履行義務の中で、作業の進

展をどのように測定するかに関して

議論が行われた。具体的には、例え

ば、発電設備を顧客のために建設す

る契約で、その中で指定されたター

ビンを購入し、これを稼働できる状

態にするという単一の履行義務（ター

ビンのインストールを行って稼働で

きる状態にするという単一の目的が、

契約によって求められている）を内

包している場合、タービンの購入と、

それをインストールするサービスと

はタイミングが異なる。この場合、

どのように収益を認識するかが議論

された。すなわち、インストールす

るというサービスとは異なる時点で

財を購入し、その財の支配が顧客に

移転している場合、どのように財及

びサービスの収益を認識するかとい

う論点である。

議論の結果、そのような場合、企

業は、財の購入時点で当該財の支配

が顧客に移転しているので、この時

点で、当該財に関する収益を認識す

るが、その際には、当該財の取得原

価と同額で収益を認識することが、

暫定的に合意された。これは、当該

契約の目的は、タービンをインストー

ルして稼働できる状態にすることで

あるため、タービンの購入だけでは、

インストールするというサービスを

何ら提供していないので、購入時点

で利益マージンを認識することは不

適切と判断されたことによる。議決

は、IASBは、14名が賛成し（１名

が反対）、FASBでは、４名が賛成し

た（１名が反対）。

� 契約の結合

複数の契約を、どのようなときに

１つの契約として結合するかに関し

て議論が行われた。

議論の結果、企業は、次の条件を

満たした場合、①同一の顧客（又は

その関連企業）との間で、②同時又

は近い時点で締結された複数の契約

を１つの契約に結合しなければなら

ないことが暫定的に合意された

（IASB及びFASBのすべてのボード

メンバーが支持）。

� 単一の商業目的のために、１つ

のパッケージとして交渉された契

約であること。

� １つの契約の対価の金額は、他

の契約に依存していること。

� 財及びサービスは、そのデザイ

ン、技術又は機能の面において、

契約間で相互に依存していること。

� 契約の変更

契約が変更されたときに、当該変

更をどのように取り扱うかについて

議論が行われた。

議論の結果、次の点について、暫

定的に合意された。ただし、取引価

格をどのように決定し、配分するか

に関しての議論が終了していないの

で、正式な議決は行われなかった。

� 契約の変更が、追加の履行義務

に相応な価格による独立した履行

義務の追加となる場合、企業は、

当該契約変更を別個の契約として

会計処理しなければならない。

� そうでない場合には、追加履行

義務がないので、企業は、これま

での履行義務を再評価し、取引価

格をそれぞれの独立した履行義務

に再配分しなければならない。

� 履行義務の定義の見直し

公開草案では、企業の過去の実績

によって作り出された黙示的な約束

（法的に強制されるものではない）

から履行義務が生じることを認めて

いるが、履行義務の定義の中に「強

制される（enforceable）」という表

現が使われているため、法律で強制

される黙示的な義務のみが、履行義

務として適格であるという理解がさ

れるおそれがあるとの指摘がコメン

トとして寄せられた。なお、公開草

案では、履行義務は、「顧客との間

の契約における、財又はサービスを

顧客に移転するという強制される約

束（明示的又は黙示的かを問わず）」

と定義されている。

議論の結果、「強制される」を履

行義務の定義から削除することが、

暫定的に合意された（IASB及び

FASBのすべてのボードメンバーが

支持）。

� 将来の財又はサービスの破棄又

は前払い

将来の財又はサービスに対する返

金されない顧客からの前払いや顧客

の権利（例えば、小売業における割

引ポイント）のうち、行使されない

部分（「破棄（breakage）」といわれる）

の会計処理について議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASBの10名が賛成し、

FASBの２名が賛成した。ただし、

FASBの４名は、この結論に反対し

ないとの意向を示したため、FASB

は、この暫定合意を支持している）。

� 見込まれる破棄の金額を合理的

に見積もれるのであれば、企業は、

見込まれる破棄の影響を、顧客に

よって行使される権利のパターン

に比例して、収益として認識しな

ければならない。

� それ以外の場合には、企業は、

顧客が残余の権利を行使する可能

性が少なくなった（remote）時点
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で、見込まれる破棄の影響を収益

として認識しなければならない

� 不利な履行義務

履行義務が不利であるかどうかを

評価するためのテストを、どのよう

に適用するかの議論が行われた。

議論の結果、不利かどうかの判断

を行う会計単位は、契約（契約の残

余の履行義務）とすることが暫定的

に合意された。なお、これ以外の論

点については、時間の都合で議論が

行われなかった（2011年３月１日の

臨時会議で議論された）。

今回は、直接減額の「貸倒れ

（write-off）」について議論が行われ

た。2011年１月に、金融資産のオー

プン・ポートフォリオにどのように

予想損失モデルを適用するかに関し

てのコメントを求める「見解の募集

（RequestforViews）」が公表されて

いるが（公開期間は、2011年４月１

日まで）、その公開期間を利用して、

2009年11月に公表された当初の公開

草案「金融商品：償却原価及び減損」

の中で、検討すべき論点としてコメ

ントで指摘されていた問題点の議論

をすることとしており、その一環とし

て、今回、この問題が取り上げられた。

2009年の公開草案では、貸倒れは、

次のように定義されている。

「償却原価で測定されている金融

資産の帳簿価額の回収不能性による

直接減額。金融資産は、企業が回収

の合理的な期待を持たず、さらなる

強制活動（furtherenforcementac-

tivities）をやめた時点で回収不能と

みなされる。」

これに対して寄せられたコメント

の分析及び対応案がスタッフから示

され、議論が行われた。議論の結果、

次の表現を最終基準に含めることが、

暫定的に合意された。

「金融資産は、企業が回収の合理

的な期待を持たない場合、回収不能

と判断される。そのため、企業は、

金融資産（又はその一部）の回収に

関する合理的な期待を持たなくなっ

た会計期間において、金融資産又は

その一部を貸倒れ（write-off）処理

しなければならない。」

今回は、①リース期間、②リース

の定義、③特定資産の定義、④特定

資産の利用を支配する権利、⑤借手

のリースの種類、⑥変動リース料、

⑦残価保証及び⑧期間オプション違

約金（term optionpenalties）の８

点が議論された。

� リース期間

期間更新オプションのあるリース

契約のリース期間の取扱いについて

は、公開草案では、リース期間を延

長する可能性が50％超であるものの

うち、最長期間をリース期間とする

ことが提案されている。この提案に

寄せられたコメントを分析しながら、

期間延長オプションのあるリース契

約のリース期間をどのように取り扱

うかが議論された。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 借手及び貸手において、リース

期間を次のように定義する（議決

は、IASBは、13名が賛成し（２

名が反対）、FASBでは、４名が賛

成した（１名が反対））。

「リース期間は、企業に、リー

スを延長するオプションを行使す

るか、又は、リースを解約するオ

プションを行使しないという重大

な経済的なインセンティブ（sig-

nificanteconomicincentive）があ

る場合には、リースを延長又は解

約するオプションを考慮して決定

される、借手が、貸手との間で締

結している原資産をリースする契

約で定められている解約不能期間

である。」すなわち、リース期間

は、原則として、リース契約が定

める解約不能期間であるが、延長

又は解約オプションが付いている

場合には、それを行使する重大な

経済的なインセンティブがあれば、

それを考慮してリース期間を決定

するということ。

� 借手及び貸手は、例えば、借手

が、更新又は解約オプションを行

使するという重要な経済的インセ

ンティブを有するようになったと

いった関連する要素 （relevant

factors）に重大な変更があった場

合にのみ、リース期間の再評価を

行う（議決は、IASBは、14名が

賛成し（１名が反対）、FASBは、

全員が賛成した）。

� リースの定義

公開草案では、リースは、「特定

資産（原資産）を利用する権利を、

ある一定期間、対価と交換で引き渡

す契約である。」と定義されている。

さらに、適用ガイダンス（applica-

tionguidance）では、リースの定義

の適用に関して、次の２つの原則を

示している。

・ 契約の履行は、特定資産又は資

産（原資産）を提供するかどうか

に依存する。

・ 契約は、合意された期間にわたっ

て特定資産の利用を支配する権利

を譲渡している。

今回は、公開草案に対して寄せら
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れたコメントに対応するために、リー

スの定義の明確化をどのように図る

かに関して議論が行われた。今後、

2011年４月頃にフィールド・テスト

を行った後、最終的な結論を出す予

定である。

� 特定資産の定義

リースの定義の中に含まれている

「特定資産」の概念の明確化のため

の議論が行われ、①特定資産の定義、

②大きな資産の一部のリース及び③

特定サービスの提供に付随する資産

という３点が検討された。

① 定 義

リースの定義の中で用いられてい

る「特定資産」を、どのように定義

するかが議論された。スタッフから

は、次の２つの考え方が提示された。

� 見解A：特定資産を、一意的に

識別された又は識別できる（u-

niquelyidentifiedoridentifiable）

資産として定義する。

この考え方の下では、特定資産

は、個別の資産レベルで特定され

るべきで、同一の仕様を持つ多く

の資産の１つとしては定義しない

こととなる。また、原資産を交換

できるという資産提供者の権利が

ある場合、顧客が一意的に識別さ

れた個別資産に対する支配権を持

たないことを意味するので、サー

ビス提供契約とみなされる。

� 見解B：特定資産を、特定仕様

（particularspecification）を持つ

資産としてより広義に定義する。

この考え方の下では、顧客は、特

定資産又は同一の機能を持つ資産

を使用する権利を持っているため、

他の類似又は同等の資産から同一

の便益を受け取ることができる場

合も、リース契約として取り扱う

ことができる。

議論の結果、見解Bに対する支持

が多かったが、両方の見解について、

今後、意見を求めることとされた。

② 大きな資産の一部のリース

資産の一部を利用権の対象（特定

資産）とできるかどうかに関して、

公開草案では明確にされていないた

め、コメントでの指摘を受けて、こ

の問題が議論された。

スタッフからは、３つの選択肢が

提示され、議論が行われた。

� 見解A：公開草案のアプローチ

を採用して、この問題について明

確にしない。

� 見解B：国際財務報告解釈指針

（IFRIC）第４号（契約にリース

が含まれているか否かの判断）及

びトピック840のガイダンスをそ

のまま引き継ぐ。これにより、物

理的に区分される大きな資産の一

部は、特定資産となることが明確

化される。

� 見解C：大きな資産の物理的又

は非物理的（例えば、容量（ca-

pacity））な一部が特定資産に該

当するかどうかを明確化する。

議論の結果、暫定合意された事項

はないが、見解Cに対する支持が表

明された。見解Cに基づく明確化は、

資産の支配する権利の定義の見直し

との関連のみによって行うことがで

きることが、暫定的に合意された。

この考え方は、収益認識の公開草案

で提案されている考え方と首尾一貫

している。ただ、このような範囲の

拡大は、予期しない帰結をもたらす

可能性があり、関係者の意見を聴取

することとされた。

③ 特定サービスの提供に付随する

資産

公開草案では、この問題を明示的

に扱っていないが、受領したコメン

トでは、明らかにサービスの提供と

思われるものが、リースとされると

いう指摘を受けた。例えば、特定の

テレビチャンネルを視聴する契約を

した場合に、顧客に提供される接続

のための機器がある。この場合、サー

ビスを得るためには、付随資産を持

たなければならない。

議論の結果、資産が特定サービス

を提供するために付随的な場合、当

該契約は、リースを包含していない

という扱いに対して、ボードメンバー

から支持が表明された。なお、スタッ

フからは、①契約で要求される特定

サービスを提供するための仕組みの

中で、サービス提供者から顧客に提

供される資産の仕様が、サービス提

供者によって決定されている場合、

又は、②契約のうち、資産部分が、

契約のサービス構成要素と比べて、

顧客の便益という観点から重要では

ない場合には、当該資産は、サービ

スの提供に伴う付随的なものである

可能性が高いという適用ガイダンス

案が示された。

� 資産の利用を支配する権利

リースの定義に関連する原則に含

まれている「特定資産の利用を支配

する権利」を明確化するための議論

が行われた。

公開草案では、B４において、次

のいずれかを満たす場合、原資産の

利用を支配する権利が、他の企業に

移転されるとしている。

� 当該企業が、重要でなくはない

金額の資産の産出物又はその他の

役務を入手するか又は支配してい

る状況において、自ら決定する方

法で、資産を運営する（operate）又

は第三者に指示して資産を運営さ

せる能力又は権利を有していること。

� 当該企業が、重要でなくはない
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金額の資産の産出物又はその他の

役務を入手するか又は支配してい

る状況において、原資産に対する

物的アクセスを支配する能力又は

権利を有していること。

� 当該企業が、リース期間中、資

産の産出物又はその他の役務の重

要でない金額以外のすべてを入手

し、かつ、産出物の引渡時に、当

該産出物に対して当該企業が支払

う価格が、契約上、産出物の単位

当たりで固定しておらず、また、

産出物の単位当たりで現在の市場

価格と同じでもないこと。企業が

支払う価格が、産出物の単位当た

りで固定されているか、又は、引

渡時の産出物の単位当たりの現在

市場価格である場合には、当該企

業は、原資産の利用を支配する権

利に対して支払いを行っているの

ではなく、産出物又はサービスに

対して支払いを行っている。

受領したコメントでは、上記�の

条件について、収益認識プロジェク

トで用いている支配の概念と異なる

概念を用いているとの指摘があった。

このような指摘に対して、スタッ

フから、次の３つの対応案が示され、

議論が行われた。

� 見解A：特定資産の利用に対す

る収益認識に関するIFRIC第４号

及びトピック840にある概念を維

持するが、上記�の文言を修正し、

その規定の明確化を図る。

� 見解B：見解Aの修正に加え、

「運営する能力又は権利」という

概念の明確化を図る。

� 見解C：リース基準における支

配の記述を、収益認識基準におけ

る支配の記述と整合的になるよう

に改訂を行う。

議論の結果、見解Cに対する支持

が多かったが、その他の見解について

も、関係者の意見を求める方向である。

� リースの２つの種類

公開草案の提案では、借手の利用

権資産は、原資産の償却パターンに

合わせて償却されるが、リース料支

払負債からは、期間の経過に伴って、

トップヘビーで支払利息を認識しな

ければならないため（負債のアンワ

インド）、借手の損益は、リース当

初に費用負担が大きくなる。この点

に強い批判があり、これを、現在の

オペレーティング・リースと同じよう

な定額による損益認識パターンとすべ

きとのコメントが多数寄せられている。

このため、このような指摘に対応

する方法を検討することとされてい

たが、今回スタッフから、貸手及び

借手の双方に適用できるものとして、

リースを次の２つの種類に分け、そ

の種類の違いにより、当期純利益で

の損益の認識のパターンが異なる会

計処理を導入することが提案された。

� ファイナンス・リース（finance

lease）

割賦購入のように、資金調達とい

う要素が強いリース契約で、その

要素の影響が当期純利益に反映さ

れることになる（公開草案での提

案と同じ取扱い）。

� ファイナンス・リース以外のリー

ス（other-than-financelease）

資金調達という局面が重要ではな

いリース契約が該当し、当期純利

益での損益認識パターンは、定額

での認識となる（現在のオペレー

ティング・リースと整合的な会計

処理）。

議論の結果、スタッフ提案が暫定

的に合意された。また、スタッフに

対して、次の点を明確にするために、

限定的な関係者からの意見聴取を行

うことが指示された。

・ 公開草案に対する変更提案の影

響（implications）をより理解する。

・ ２つのリースを識別する原則が、

貸手及び借手にとって、より有用

な情報を提供することになるかど

うかを理解する。

・ 変更提案が、契約がリースを内

包しているかどうかの決定に対し

て、よりよい判断基礎を提供する

かどうかをテストする。

これらのフィードバックを基に、

将来、リースの定義及びリースの種

類についての最終判断が行われる。

なお、いずれの方法を採用したとし

ても、リース負債の測定は、貨幣の

時間的価値を反映したものとなるの

で、当期純利益での損益認識パター

ンの影響をどのように利用権資産の

償却に反映させるのかが、今後の議

論のポイントとなるものと思われる。

� 変動リース料

変動リース料の認識及び測定に関

して、どのようなものを借手のリー

ス負債及び貸手のリース債権に含め

るべきかに関して議論が行われた。

スタッフからは、どのような変動リー

ス料を見積りに含めるかに関して、

次の４つの案が提示された。

� アプローチA：すべての変動リー

ス料を見積りに含める。

� アプローチB：発生の可能性が

「確か（probable）」又は「合理的

に確か（reasonablyassured/cer-

tain）」なすべての変動リース料

を見積りに含める。

� アプローチC：指標又はレート

に基づく変動リース料のみを見積

りに含める。

� アプローチD：借手の支配の範

囲外にあり、したがって、回避で

きない変動リース料のみを見積り
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に含める。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。なお、変動リース料の測

定に関しては、将来、議論される予

定である。

� 借手のリース負債及び貸手のリー

ス債権は、次のものを含まなけれ

ばならない。

・ 指標又はレートに基づくリー

ス支払い（IASB及びFASBのボー

ドメンバー全員が同意）。

・ 変動性が商業的な実質を持た

ないリース支払い（IASB及び

FASBのボードメンバー全員が

同意）。

・ 認識のための高い閾値（例え

ば、合理的に確実（reasonably

certain））という規準を満たす

リース支払い（議決は、IASB

は、８名が賛成し（７名が反対）、

FASBでは、全員が賛成した）。

� 指標又はレートに基づく変動リー

ス料は、当初時点は、スポット・

レートで測定しなければならない

（議決は、IASBは、12名が賛成し

（３名が反対）、FASBでは、３名

が賛成（２名が反対）した）。

� 借手及び貸手による変動リース

料の認識は、同一の信頼性の閾値

によるべきである。しかし、その

ような閾値の必要性は、変動リー

ス料の認識のベースに依存する

（IASB及びFASBのボードメンバー

全員が同意）。

なお、上記�の論点は、公開草案

では、貸手の変動リース料の認識の

際にのみ信頼ある測定（measured

reliably）を求めていたが、収益認

識プロジェクトの最近の議論では、

取引価格が合理的に見積もられる

（reasonablyestimated）場合に、履

行義務の充足からの収益を認識すべ

きだとしており、貸手のような一部

に限定せず、収益認識全般に際して、

信頼ある測定という閾値を設定して

いる。これと平仄を合わせるために

は、借手の測定の場合にも、貸手と

同様な「合理的に見積もられる」とい

う考え方を導入することが必要だと

いうのが、上記�の決定の根拠である。

� 残価保証

公開草案では、変動リース料と同

様、借手は、リース支払いの現在価

値に残価保証（residualvalueguar-

antees）による支払額を含むべきと

提案している。コメントでは、ほと

んどの回答者は、公開草案の提案に

対して反対を示さなかった。

議論の結果、リース支払いには、

無関係な第三者によって提供された

保証による支払金額を除き、残価保

証に基づく支払い見積額を含めるべ

きであることが、暫定的に合意され

た（IASB及びFASBのボードメンバー

全員が同意）。

� 期間オプション違約金

期間オプション違約金（termop-

tionpenalties）は、リース期間終了

前の解約や更新を行わなかったとき

などに支払われるものである。当該違

約金の取扱いに関して議論が行われた。

議論の結果、期間オプション違約

金の会計処理は、更新又は解約オプ

ションの会計処理と整合的であるべ

きことが暫定的に合意された

（IASB及びFASBのボードメンバー

全員が同意）。すなわち、借手がリー

ス期間を更新しない場合に期間オプ

ション違約金を支払わなければなら

ない契約であれば、借手が更新をし

ない決定をし、更新期間がリース期

間の見積りに含まれていない場合には、

当該違約金は、リース支払いに含ま

れなければならないということになる。

今回は、①保険契約プロジェクト

の前提、②無配当契約の割引率、③

モデルに含まれるキャッシュ・フロー、

④明示的リスク調整、⑤契約当初の

損益の認識、⑥残余マージン又は複

合マージンの当初認識後の再測定

（unlock）及び⑦表示モデルの復習

の７つについて議論が行われた。こ

こでは、⑥及び⑦を除く、議論の概

要を紹介する。なお、⑥及び⑦は、

教育セッションとして議論され、そ

こで暫定合意された事項はない。

� 保険契約プロジェクトの前提

今回は、保険契約プロジェクトで

の基準開発の基礎にある公理

（axiom）及び前提（assumption）に

関して議論が行われた。これらを共

有することによって、保険会計基準

の首尾一貫性を図り、今後の議論の共

通の土台とすることが意図されている。

議論の結果、確認された公理と前

提は、次のとおりである（IASB及び

FASBのボードメンバー全員が同意）。

� 公 理

・ 理想的な測定モデルは、存在

するすべての経済的ミスマッチ

（デュレーション・ミスマッチ

を含む）を報告し、会計上のミ

スマッチの原因とはならないも

のである。

・ 理想的な会計モデルは、オプ

ションの本源的価値及び時間的

価値並びに保険契約に組み込ま

れている保証の双方を反映する

ものでなければならない。

・ 貨幣は時間的価値を持ち、貨

幣の時間的価値を含む方法で負

債を測定するとき、企業は、自

身のポジションをより忠実に表
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示することになる。

� 前 提

・ IASBとFASBが行うのは、

（そうでなければ適用されるで

あろう現在又は提案されている

包括的な基準を要求するのでは

なく）保険契約の会計基準を開

発することである。

・ 保険契約の会計基準は、保険

者の視点から保険契約の会計処

理を取り扱い、保険契約に対応

する資産（assetsbackingthein-

surancecontracts）又はそれら

を発行する企業のための会計処

理を扱うのではない。IASBで

は、保険契約に対応する金融資

産は、IFRS第９号（金融商品）

に基づいて測定される。

・ IASBとFASBは、保険契約を、

キャッシュ・アウト・フロー及

びイン・フローのパッケージを

生成するために、共に機能する

権利及び義務の束を創造するも

のとみなす会計モデルに基づいて

保険契約の会計基準を開発する。

・ 一般的にいって、最終基準で

は、保険契約をポートフォリオ・

ベースで測定する。

・ 会計モデルは、契約当初での

見積りを引き継ぐのではなく、

現在の見積り及び入手可能であ

れば観察可能な市場データと整

合的なインプットに基づかなけ

ればならない。

・ 保険負債の測定に組み込まれ

るキャッシュ・フローは、保険

者が、保険契約を履行するに伴っ

て発生するキャッシュ・フロー

である。

・ 会計モデルでは、単一の最頻

値ではなく、将来キャッシュ・

フローの期待値を用いる。

・ 負債の測定には、保険者自身

の信用状態（creditstanding）

の変動を反映しない。

� 無配当契約の割引率

無配当契約の割引率をどのように

決定するかに関して、いくつかの代

替案の検討が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された（IASB及びFASBのボード

メンバー全員が同意）。

� 割引率の目的は、将来キャッシュ・

フローを貨幣の時間価値について

調整し、かつ、保険契約負債の特

性（例えば、非流動性）を反映す

ることであるという公開草案での

提案を確認する。

� 割引率の算定のための手法につ

いては、規定しない。

� 割引率に関するガイダンスを提

供する。ガイダンスでは、割引率

は、次の特性を備えていなければ

ならないことを示す。

・ 割引率は、その特性が保険契

約負債の特性を反映する商品の

観察可能な現在市場価格と整合

的でなければならない。これに

は、時期、通貨及び流動性が含

まれるが、保険者の不履行リス

クの影響は除外する。

・ 割引率は、観察されるレート

に影響を与えるが、保険契約負

債に関連性のない、いかなる要

素（例えば、企業が負っている

保険契約者に移転することがで

きない投資リスクなど、負債に

は存在しないが、市場価格が観

察される商品には存在するリス

ク）も含めてはならない。

・ 割引率は、保険契約負債の測

定のほかのところで反映されて

いないリスク及び不確実性の影

響のみを反映しなければならない。

このほか、ある特定の状況におい

て、割引率を決定する際に、実務的

簡便法（practicalexpedient）を許容

すべかどうかについては、将来、議

論することとされている。

� モデルに含まれるキャッシュ・

フロー

公開草案では、保険者は、保険契

約を履行するにつれて生じる将来キャッ

シュ・アウト・フローから将来キャッ

シュ・イン・フローを控除したもの

を、明示的で、バイアスのない、確

率で加重された見積り（すなわち、

期待値）を用いて測定することが提

案されている。

今回、この提案をさらに精緻化す

るための議論が行われた。

議論の結果、次の点が暫定的に合

意された。

� 期待値に関しては、次の点を明

確化することが暫定合意された

（IASB及びFASBのボードメンバー

全員が同意）。

・ 期待値の測定目的は、すべて

の目的適合的な情報を考慮した

平均（mean）を指している点

を明確化する。

・ 見積りが、平均を決定すると

いう測定目的と整合的であれば、

起こり得るすべてのシナリオを

識別し、数値化することは必要

ないことを明確化する（代表的

なサンプルに限定できる）。

� 履行キャッシュ・フローに含め

られるべきコストに関連して、次

の点が暫定的に合意された

（IASBのボードメンバーの大半

（１名が反対）及びFASBのボードメ

ンバーの大半（１名が反対）が同意）。

・ 保険者が、保険契約のポート

フォリオを履行する際に直接生

じるすべてのコストが、保険負
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債を決定するために用いるキャッ

シュ・フローに含まれていなけ

ればならないことを明確化する。

すべてのコストには、以下のも

のが含まれる。

� ポートフォリオの中にある

契約を履行するために直接関

連するコスト。例えば、保険

契約者への支払いや保険金請

求処理費用（公開草案B61に

記載）等のコスト。

ⅱ� 保険契約のポートフォリオ

を履行する一部としての契約

活動に直接帰属させることが

できるコストで、当該ポート

フォリオに配分できるもの。

ⅲ� 契約条件により、保険契約

者に明確に負担させることが

できるその他のコスト。

・ 保険契約や契約活動に直接関

連しないコストは、それが発生

した期間に費用として認識すべ

きことを確認する。

・ IAS第２号（たな卸資産）及

びIAS第11号（工事契約）に基

づいた適用ガイダンス（appli-

cationguidance）を提供する。

・ 「増分（incremental）」とい

う用語を、公開草案における履

行キャッシュ・フローの議論か

ら削除する。

� 明示的リスク調整

公開草案では、３つのビルディン

グ・ブロックの１つとして、リスク

調整を明示的に調整することとして

いる。一方、FASBのディスカッショ

ン・ペーパーでは、リスク調整を明

示的に調整することを求めていない。

このような状況を前提に、明示的な

リスク調整が、原則として、財務諸

表の利用者に有用で理解可能な情報

を提供することになるかどうかに関

して議論が行われた。

議論の結果、保険負債に固有のリ

スクを忠実に表現する技法があるの

であれば、保険負債の測定に明示的

なリスク調整を含めることは、利用

者に目的適合性のある情報を提供す

ることになるという点が、暫定的に

合意された（IASBのボードメンバー

の大半（１名が反対）及びFASBの

ボードメンバー全員が同意）。

なお、①リスク調整を実務上、ど

のように決定するか、②明示的リス

ク調整を認識するかどうか及び③残

余マージン又は複合マージンは、保

険リスクの変動を反映して再測定

（unlock）されるべきかどうかにつ

いては、今後、議論される予定である。

� 契約当初の損益の認識

ここでは、契約当初において、損

失又は利益を認識すべきかどうかが

議論された。

議論の結果、次の点が暫定的に確

認された。

� 保険者は、保険契約当初に利益

を認識すべきではないという公開

草案の提案が確認された（IASB

のボードメンバーの大半（２名が

反対）及びFASBのボードメンバー

全員が同意）。

� 保険者は、保険契約当初の損失

（初日の損失）を直ちに当期純利

益で認識すべきであるという公開

草案の提案が確認された（IASB

及びFASBのボードメンバー全員

が同意）。

いくつかのプロジェクトで、資産

及び負債の測定に当たり、将来キャッ

シュ・フローの見積りを参照するこ

とが求められている。多くの場合、

そのような将来キャッシュ・フロー

は、不確実であり、その金額及びタ

イミングに関して複数の可能性があ

る。多くの場合、期待値が提案され

ているが、その意味するところが必

ずしも明確ではない。そこで、各プ

ロジェクトに共通する論点（クロス

カッティング問題）を次の２つのス

テップで検討することがスタッフか

ら提案され、今回は、その最初の議

論が行われた。

� 第１ステップ：将来キャッシュ・

フローに対する異なる測定方法

（期待値、最頻値など）を比較する。

� 第２ステップ：特定の資産又は

負債に対して、どの測定方法が適

切かについて検討する。

今回は、次に示す６つの測定方法

が議論された。

� 期待値（expectedvalue）（算術

平均値（mean））

� 50％ 超 で 起 こ る 最 大 金 額

（maximum amountthatismore

likelythannottooccur）（中央値

（median））

� 最も起こり得る帰結（mostlikely

outcome）（最頻値（mode））

� 可能性のある帰結の範囲におけ

る最小又は最大値（minimumor

maximumamountinrangeofpos-

sibleoutcomes）

� 可能性のある帰結の範囲の中間

値（midpointofrangeofpossible

outcomes）

	 期待値に最も近い可能性のある

帰結（possibleoutcomesnearestto

expectedvalue）
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各基準に共通する論点（ク

ロスカッティング問題）
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